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復興行財政の実態と課題
ИЙいま，東日本大震災の復興行財政に問われているものИЙ

宮　入　興　一

　はじめに

　東日本大震災から 5年の節目を迎え，「集中復

興期間┝(2011～15 年度)が終わろうとしている．

本特集の課題は，日本環境会議東日本多重災害復

興再生政策検討委員会の中に置かれた行財政部会

のこれまでの調査，研究や検討を踏まえて，この

間の東日本大震災の復興行財政の制度と運用の実

態，その到達点と課題を検証することである．

　そこでまず，本稿では，東日本大震災の復興行

財政の制度や運用とその成果を，阪神･淡路のそ

れと比較災害論的な視点から考察することにした

い．これによって，東日本大震災の復興行財政の

成果とその問題点，今後の課題が一層鮮明になる

と考えられるからである．これらの考察をふまえ

て，政府による「復興・創生期間┝(2016～20 年

度)の新たな復興政策と，国Ё地方間財政負担の

あり方についても検証を深めることにしたい．

　1．東日本大震災の構造的特質と問題点

　東日本大震災の構造的特質を，阪神・淡路大震

災と対比し検証しよう．それは東日本大震災の復

興行財政の課題とも深く関わるからである．

　東日本大震災の構造的特質は，第 1に，阪神・

淡路を遥かに上回る巨大化・広域化・長期化した

多重災害となったことである．東日本の死者・行

方不明者は，災害関連死 3331 人を含めて約 2▆2

万人と，阪神・淡路の 3倍以上，特に福島県の災

害関連死 1914 人は直接死 1612 人をさえ上回る．

直接経済被害額は 16～25 兆円と，阪神・淡路の

9▆9 兆円を凌駕し，これに，今なお拡大し続ける

原発被害が加わる．地震災害の上に，津波災害と

未曽有の原発災害までが多重化し，長期化，複合

化した深刻な巨大災害となっている1)．

　第 2の特質は，東京一極集中型の日本経済社会

の弱点を突いた地方都市・農漁村型災害となった

ことである．阪神・淡路大震災は，高度成長に乗

って都市経営を主導した神戸市を中心にした大都

市型災害であった．一方，東日本大震災では，高

度成長期以来，東京圏への労働力，食料，資源，

エネルギー等の供給基地とされ，反面，国の経済

政策の下で軒並み苦境に立たされた主力農林水産

業の停滞，若年労働力の流出，少子高齢化，地域

産業や地域社会の疲弊に苦しむ東北地方の沿岸部

が中心的に被害を受けた(佐々木論文)．

　第 3に，国の構造改革路線による 90 年代から

の市町村合併，職員削減，自治体リストラなどに

よって自治機能の弱体化や地域防災力の空洞化に

拍車がかかり，これが，震災対応や災害復興の障

害となって 2次被害を拡大させた(川瀬論文)．

　第 4に，被害の地域的不柊等性と地域構造の脆

さを露呈した広域化・多様化災害であった．大都

市型の阪神・淡路と比べ，東日本大震災は，面積

で 8倍以上，東北・関東の太平洋岸を中心に 10

都道県 241 市区町村に及び，被害も多様化した．

特に，大槌町や陸前高田市等の津波被災地では，

自治体職員の約 4分の 1が犠牲となり，職員不足

のため広域支援が不可欠となっている(桒田論文)．

　第 5に，原発災害の深刻さとエネルギー政策の

失敗による最大・最悪の複合災害となった．福島

原発は事故収束の目処さえつかず，長期避難によ

り家族離散，コミュニティ解体が進み，人権が侵

害されている．政府は住民の帰還方針に舵を切っ

たが，除染作業は進んでいない．原発依存のエネ
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ルギー政策の失敗の結果である(清水論文)．

　2．復興行財政制度の特徴と問題点

　(1)　東日本大震災の復興理念と復興政策の

特徴ИЙ「創造的復興」と「人間復興」

　大震災からの復興は何を目指し，復興理念はど

うあるべきか．これまで政府や官僚により主張さ

れてきた災害復興の理念は，大規模公共事業をテ

コとする「開発・成長優先型復興┝(典型は，阪

神・淡路大震災時の「創造的復興」)である．しか

し，兵庫県・復興 10 年委員会の検証によれば，

阪神淡路での 14 兆円を超す復興需要の約 9割は

域外に流出した．一方，これに対置して，「人間

復興」の理念が提起されている．「人間復興」の

理念は，関東大震災時に福田徳三により提唱され

た．それは，被災者の「生存機会の復興」，「生活，

営業及労働機会(総称して「営生の機会」)の復興」

を意味する．道路や建物の復興は，「営生の機会」

の復興にとっては，必要とはいえ手段に過ぎず，

目的ではない．

　福田の「人間復興」論は，戦後憲法の下でこそ

蘇生されるべきものであった．それは，日本国憲

法の基本的人権の各条項(13 条人間の尊厳と幸福

追求権，22 条居住権，職業選択権，25 条生存権，

26条教育権，27条労働権，29条財産権)と通底し，

その内実がより豊かにされるべきものだったから

である．「人間復興」論が再び脚光を浴びたのは，

多数の被災者の生活困難と住宅難を一挙かつ大量

に生じさせた戦後最大の阪神・淡路大震災におい

てであった．しかも，人間は一人だけでは生きら

れないから，「人間復興」には，地域コミュニテ

ィと住民自治の復興が不可欠となる．基礎自治体

の住民自治によりコミュニティを蘇らせ，憲法の

理念を積極的に活かして，被災者の生活・生業・

雇用の再建によって被災地の持続可能性を図るこ

とこそが，復興の王道であり大義なのである2)．

　しかし，東日本大震災の復興理念と枠組みはこ

れとは大きくかけ離れていた．第 1に，国の復興

理念は，「人間復興」ではなく，「創造的復興」を

真正面に掲げていた．しかも，第 2に，20 年前

のバブル崩壊後の構造不況からの脱却を目指した

阪神淡路の「創造的復興」とは異なり，それは，

グローバル時代の「創造的復興」を目指していた．

すなわち，TPPや規制緩和，復興特区や民間資

本導入，農業や漁業の集約化など，財界主導の惨

事便乗型で新自由主義的な提言を土台として提起

され，それが復興財政の方向をも大きく規定した．

他方，財界と政府による「創造的復興」を許さず，

逆に，「人間復興」を目指す世論と運動が，被災

者と被災地から全国に展開されてきた．現実の復

興基本法や復興基本方針，復興政策は，両者の復

興理念の厳しいせめぎ合いの産物といってよい．

　(2)　大震災の復興財政の特徴と問題点

　東日本大震災をめぐる復興理念や復興政策のこ

うした特徴は，復興行財政と事業へと反映する．

　第 1に，「創造的復興」型予算と経費の流用問

題である．復興予算の多くがハードな公共事業に

重点投資された(表 1)．2010～15 年度間に，公共

事業等関係経費 4▆3 兆円(17▆3％)，その財源保障

である震災復興交付金 2▆7 兆円(10▆9％)，震災復

興特別交付税 4▆6 兆円(18▆4％)，合計 11▆5 兆円，

全体の半分近くが公共事業に投入された．経費流

用が批判された「全国防災対策費」へは 5年連続，

1▆5 兆円(6▆2％)が支出された．また，「国内立地

補助金等」0▆78 兆円は，当初の 0▆5 兆円の約 8割

が大企業に，9割以上が被災地外に支出された．

11 年度 3次補正では円高対策費 2兆円，また復

興特別法人税では 3年予定が 2年で打切られ，実

質 0▆8 兆円が企業減税となった．要するに，復興

財政の多くが復興の名目で，実際には被災者や被

災地以外の成長・開発型財政に転用された．

　第 2に，肝心の被災者の生活再建支援制度には

抜本的な改革はみられなかった．もちろん，大震

災は戦後最大の巨大災害であり，災害救助法にし

ても，全項目に特別基準の適用，阪神・淡路より

広い適用拡大等が設けられた．これにより，国

保・高齢者医療・介護の保険料と自己負担の減免，

雇用保険の給付期間の延長等が実施されたが，災

害の長期化の中で，負担免除等の特別措置は次々

と縮小・停止された．しかも，肝心の被災者生活

再建支援法の改正は見送られ，再建支援金等の増

額や抜本的な改革は実行されなかった．そのため
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災害救助等関係費は 1▆0 兆円(4▆1％)，生活再建支

援金，医療・介護・福祉，教育，雇用等の「人間

復興」に関わる経費は 1▆3 兆円(5▆1％)に過ぎない．

　これに対して，被災者らを中心に要求や運動が

高まり，県・市町村が自主的に，被災者支援策を

新設・拡大する事例が多数生じた．例えば，岩手

県では，国保，後期高齢者医療，障害者福祉の自

己負担分の免除措置を全市町村で継続している．

また，住宅再建支援は，県・市町村で 100 万円の

独自補助に加えバリアフリー，県産材，宅地復旧

で加算し，その他市町村単独で 100～300 万円の

補助制度を新設し，効果を上げている．

表┡1　東日本大震災関係経費の内訳(2010～2015 年度)
(単位：億円，％)

区　　　　　分 合計 (％)

災 害 救 助 等 関 係 10▅025 4▆1

内 災 害 救 助 費 7▅304 3▆0

災 害 援 護 資 金 貸 付 等 794 0▆3

災 害 廃 棄 物 処 理 事 業 10▅764 4▆4

公 共 事 業 等 関 係 42▅627 17▆3

災 害 関 連 融 資 関 係 18▅472 7▆5

東 日 本 大 震 災 復 興 交 付 金 27▅013 10▆9

地 方 交 付 税 交 付 金 等 45▅504 18▆4

そ の 他 の 大 震 災 関 係 45▅192 18▆3

内 被 災 者 生 活 再 建 支 援 金 2▅604 1▆1

医 療 保 険 ・ 介 護 ・ 福 祉 3▅669 1▆5

教 育 支 援 等 905 0▆4

雇 用 関 係 5▅482 2▆2

(小 計) 12▅660 5▆1

農 林 水 産 業 5▅414 2▆2

中 小 企 業 等 グ ル ー プ 補 助 金 2▅997 1▆2

国 内 立 地 補 助 金 等 7▅772 3▆1

資 源 ・ エ ネ ル ギ ー 関 係 4▅840 2▆0

原 子 力 災 害 復 興 関 係 32▅162 13▆0

内 原 子 力 損 害 賠 償 補 償 2▅380 1▆0

除 染 関 係 15▅921 6▆4

放 射 性 汚 染 廃 棄 物 処 理 3▅008 1▆2

中 間 貯 蔵 施 設 4▅501 1▆8

全 国 防 災 対 策 費 15▅337 6▆2

合 計 247▅096 100▆0

(外) 復 興 債 償 還 費 等 27▅949 Ё

注：2010～13 年度は決算額，2014 年度は当初予算・補正予算
の合計額，2015 年度は当初予算額．

資料：財務省「決算の説明┝(参考：東日本大震災復旧・復興関
係経費)，2011～13 年度，同「予算の説明」，「補正予算の説
明┝(東日本大震災復興特別会計)，2014～15 年度より作成．

　第 3に，被災中小企業の生業再建支援には一定

の前進があった．例えば，被災企業の再建支援の

ために新設された「中小企業等グループ補助金」

は，従来なかった画期的な制度である．しかし，

運用面では当初，大手企業やサプライチェーン企

業を優先し，グループを組めない小規模業者が排

除され，手続きの煩雑さやタイミングの遅れなど

の問題も生じた．また，国費予算が 0▆3 兆円(1▆2

％)と少なく，申請グループの 31％，金額で 38％

しか採用されていない(2013┻11)．その後，復興

の遅れの深刻さと地元業者らの強い要望を受けて

補助要件が一部緩和され，多少改善がみられた．

　被災中小企業の生業再建の前提となる「二重債

務」への対応も，制度こそ新設されたが，必ずし

も有効には機能していない．例えば，「産業復興

機構」は，原資 2000 億円で被災 5県に創設され

た(2011┻11)．しかし，救済対象が再建可能な優

良企業に限られたため，議員立法で，「事業者再

生支援機構」が新設された(2012┻2)．しかし，前

者は相談件数 4176 件に対し債務の買取り決定数

は 304 件(7▆3％)，後者でさえ，相談件数 2230 件

に対して支援決定数は 425 件(26▆2％)に過ぎない

(2015┻5)．以上，中小企業の生業再建については，

阪神・淡路の融資のみの状況からは一定前進がみ

られたが，生業再建支援の壁は依然厚く，被災地

の経済復興を遅らせる重大な要因となっている．

なお，事業者・自治体からの要望を受け，国が仮

設店舗・工場等を自治体を通して事業者に無償貸

与する仕組みも今回新設された．整備箇所数は約

580 に上るが，仮設施設であるため期限が迫り，

本設への移行問題を抱えている(井上論文)．

　他方，中小企業再建対策は県，市町村レベルで

も拡大している．例えば宮古市では，水産施設，

漁港施設の復旧に，市単独事業の他，国・県補助

金に市財源を上乗せして補助率を 9分の 8に引上

げた．また，被災した店舗・工場等の修繕費に 2

分の 1補助制度を新設，これが大きな力となり商

工業者の 8割が営業再開に踏み出した．この制度

は，県補助と組んで，岩手県内の多数の被災自治

体で制度化された．12 年度からは，被災事業者

の新規施設や設備購入に対しても，店舗で最大
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300 万円を補助可能な新制度に引継がれた．被災

者，被災地の要望を土台に，国に先駆けて支援し

たことが復興を早めた．被災者と自治体が主導し，

地域循環型経済の再建を促進したからである．

　第 4に，原子力災害予算については，被災者へ

の損害賠償補償金や損害賠償支援機構の創設費，

除染，汚染廃棄物処理費等に，合計約 3▆2 兆円が

計上された．しかし，除染事業は進まず，14 年度

末でさえ予算執行率は 70▆1％に過ぎない．除染

事業は，表向き予算は計上されても，実態は，除

染対象範囲の限定や事業の遅れなど，重大な問題

をかかえている．また，東電・政府は，出し惜し

みしてきた限定的賠償でさえ期限付きで打切る一

方，政府は，東電救済に国費投入を決め，原発の

再稼働と原発輸出に血眼になっている(清水論文)．

　3．東日本大震災の復興行財政をめぐる国Ё

地方の政府間関係の新展開と諸課題

　(1)　復興行財政における国Ё地方関係

　国の復興行財政の仕組みは，地方自治体のそれ

と密接に関連している．災害対策の行政事務の多

くは，国の地方に対する縦割りの権限配分を基本

に，平時と同じく「集権・分散型」の復興制度と

なっている．これに対応して，復興財政制度も，

国庫補助金，地方交付税，地方債など，依存財源

中心の仕組みである．東日本大震災では，特例的

に財源保障する大震災財政支援法や，震災復興特

別会計，復興特別税などの制度が新設された．し

かし，基本的な国Ё地方の行財政関係は，従来の

「集権・分散型」システムを大きく転換するもの

ではなかった3)．

　表 2は，2011～13 年度の東日本大震災の地方

歳入決算額の状況である．15▆9 兆円の歳入総額の

うち，国庫支出金 7▆5 兆円(46▆8％)が最大で，う

ち約半分が建設事業関連，特に震災復興交付金は

2▆0 兆円(12▆7％)に及ぶ．一般財源の中でも震災

復興特別交付税が 2▆1 兆円(13▆1％)に達し，基金

積立からの繰入金も 2▆3 兆円(14▆5％)と多い．震

災復興交付金を基軸とする国庫支出金と復興交付

税が災害復旧・復興事業費の財源の柱なのである．

表 3は，大震災分の性質別決算額の内訳であるが，

投資的経費 4▆8 兆円(34▆5％)と復興交付金等の積

立金 4▆98 兆円(35▆4％)が最大となっている．

　(2)　復興財政の国Ё地方間の新たな仕組み

　しかし，今回の災害では，政府間復興財政に 3

つの新たな仕組みが新設された(表 2)．

　第 1は，最大の目玉である「東日本大震災復興

交付金」で，これは道路や堤防，災害公営住宅な

ど 5省 40 事業からなるハードな「基幹事業」を

促進させるため復興庁が取りまとめる一括交付金

である．一部は，基幹事業と関連するハード・ソ

フトの「効果促進事業」にも充当できる(基幹事

業の 35％上限)．復興交付金は，自治体のニーズ

に応じて，大規模な基幹事業以外に一定限度で効

果促進事業にも使え，充足できない財源は「復興

特別交付税」で補塡し，自治体負担は原則ゼロと

なる．また，基金の造成，年度間調整，事業間一

部流用など，使途と運用の両面でかつてない柔軟

性がみられる．被災自治体の財源保障と財政自主

権の一部拡張という点では前進面がある．

　一方，問題点も小さくはない．①復興庁の一括

交付金といってもそれは形式上であり，5省 40

事業はすべて各省の補助事業として会計や報告も

表┡2　大震災の地方歳入決算額の状況(2011～13 年度純計)
(単位：億円，％)

合計(大震災分) 参考
区　分

億円 ％ 通常分(％)

一般財源 29▅655 18▆6 57▆3

内 震災復興特別交付税 20▅851 13▆1 Ё

国庫支出金 74▅553 46▆8 14▆2

内 普通建設事業費支出金 8▅247 5▆2 1▆4

災害復旧事業費支出金 10▅284 6▆5 0▆2

東日本大震災復興交付金 20▅135 12▆7 Ё

地方債 12▅444 7▆8 12▆3

その他 42▅491 26▆7 16▆2

内 繰入金 23▅149 14▆5 2▆9

繰越金 9▅742 6▆1 2▆6

貸付金元利収入 7▅981 5▆0 5▆8

合　計 159▅143 100▆0 100▆0

(外)取崩し型復興基金 3▅007 1▆9 Ё

注 1：├取崩し型復興基金」は，「震災復興特別交付税」に含
まれているので，欄外に再掲した．

注 2：参考欄は，歳入決算額(2011～13 年度純計)から東日本
大震災分を引いた通常歳入分の構成比(％)．

資料：総務省「地方財政白書┝(2013，2014，2015 年版)，復
興庁資料，より作成．
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各省単位で実施され，復興庁は集約と調整役に過

ぎない．②そのため，5省 40 事業についても，

被災地からの追加要求にもかかわらず，各省のガ

ードは固く，効果促進事業も基幹事業とのリンク

を厳しく求められる．③しかも，基幹事業の所管

別では，防災集団移転や復興まちづくりなど国交

省の建設事業が 85％と圧倒的で，農水省の 14％

と合わせこの 2省でほぼ独占している．

　他方，効果促進事業の基幹事業に対する比率は

10％に過ぎず，被災者の生活・生業再建，雇用対

策，マンパワー育成など「人間復興」は軽視され

ている．要するに，復興交付金は，部分的には前

進が見られたものの，それは実質的には国交省

(一部は農水省)の大規模公共事業促進補助金であ

り，肝心の財政自主権は大きく制約されている．

　第 2は，「震災復興特別交付税┝(以下，「震災特

交」)の新設である．震災特交は，復興事業の一般

財源を別枠で交付し，復興交付金に伴う地方債相

表┡3　東日本大震災分性質別歳出決算額の状況
(2011～13 年度純計)

(単位：億円，％)

合計(大震災分) 参考
区　分

億円 ％ 通常分(％)

義務的経費 2▅892 2▆1 51▆9

内 人件費 1▅244 0▆9 24▆8

うち職員給 830 0▆6 17▆0

扶助費 1▅542 1▆1 13▆0

公債費 107 0▆1 14▆1

投資的経費 48▅432 34▆5 13▆3

内 普通建設事業費 31▅360 22▆3 13▆0

　　補助事業費 23▅141 16▆5 6▆4

うち単独事業費 6▅081 4▆3 5▆8

　　国直轄事業負担金 2▅137 1▆5 0▆8

災害復旧事業費 17▅072 12▆1 0▆3

うち
補助事業費 14▅170 10▆1 0▆2

　　単独事業費 2▅719 1▆9 0▆1

その他の経費 89▅239 63▆5 34▆8

内 物件費 19▅671 14▆0 8▆8

補助費等 5▅692 4▆0 9▆8

積立金 49▅758 35▆4 3▆1

合　計 140▅563 100▆0 100▆0

注：参考欄は，性質別歳出決算額(2011～13 年度純計)から東
日本大震災分を引いた通常歳出分の構成比(％)．

資料：総務省「地方財政白書┝(2013，2014，2015 年版)資料
編，より作成．

当分の全額を措置する．これは，阪神・淡路の時

にはなかった特例措置で，阪神・淡路で生じた，

地方債増発による被災自治体の財政危機という事

態は，今のところは回避されている．

　一方，震災特交の問題点や課題も軽視できない．

①震災特交は，建前は一般財源であるが，事実上，

復興交付金事業等の補助裏として機能している．

②震災特交は，被災地の地方税減収分を直接補塡

しないので，東日本大震災のように復興の遅れに

より地方税の減収が長引くと，被災自治体では，

今後厳しい財政運営が予想される．③県や市町村

の復興計画は概ね 10 年間を目途に立案されてい

る．しかし，震災特交は前半 5年間の「集中復興

期間」に限定されている．期間の延長がないと，

復興計画が実施できないか，将来，地方債の増発

によって自治体財政が危機に陥る危険性が高い．

　第 3は，「取崩し型復興基金」の創設である．

被災者の生活・生業を再建し，地域の復興を果た

すには，被災の実情に合わせ，現行制度の隙間を

埋めるきめ細かい対策が必要となる．今回は，取

崩し型復興基金が，被災 9県に合計 1960 億円で

創設された．復興基金の使途，運用方式は，各県

の判断に委ねられた．各県は，きめ細かな事業を

実施するという復興基金の趣旨から，県配分額の

約半分を被災市町村に再交付し，それをもとに自

治体復興基金が創設された．被災した全市町村を

対象とする復興基金の創設は今回が初めてで，前

進面である．しかし，被災 3県と自治体の復興基

金は全て直営方式を採用した．そのため，トップ

ダウンの行政基金のようになり，住民参加や民意

の反映が弱く，情報公開も大きく遅れている．こ

の点では従来の復興基金からかなり後退している．

　しかも，市町村の復興基金は，自らの意思です

べてを何にでも使えるわけではない．例えば，当

初国の交付金に上乗せして住宅再建支援をするこ

とは許されなかった．その後，被災住民と自治体

の強い要求を背景に，2012 年度補正予算で 1047

億円が措置され，「津波住宅被害再建支援」が部

分的にではあれ可能になるという前進があった．

しかし，復興基金は合計でも 3007 億円(1▆9％)に

過ぎず，その増額が求められている．
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　以上，政府間財政関係の新たな仕組みは，復興

公共事業の財源保障面では一定前進をみたものの，

財政自主権と住民自治の保障面ではなお大きな限

界を抱え，一層の改革が不可欠となっている．

　4．「集中復興期間」後の課題と財政問題

　(1)　復興財源の被災自治体への追加負担

　政府は，2016～20 年度を「復興・創生期間」

として復興事業費 6▆5 兆円程度を見込み，集中復

興期間の 25▆5 兆円と合わせ合計約 32 兆円とし，

被災自治体にも総額 220 億円の自己負担を求めた

(復興推進会議決定 2015┻6┻24)4)．

　政府は，2016 年度以降の復興支援については，

これまでの復興政策によって，「復興は新たなス

テージへと移りつつある」との認識の下に，1)

├被災地の『自立』につながる」こと，2)├日本の

再生と成長を牽引し，地方創生のモデルとなるこ

とを目指す」とする，基本方針を打出した．

　そのために，復興特別会計で実施してきた事業

を整理し，1)基幹的事業や原発災害由来の事業の

地方負担は原則ゼロ，2)地域振興策や将来の災害

対策といった全国共通課題は一般会計へ移行，3)

復興事業であっても全国共通課題の性格を持つ事

業は，自治体に自己負担を求めるとした．自己負

担は地方負担分の 5％(各事業費の 1～3％)程度と

し，復興交付金のうち「効果促進事業」，社会資

本整備総合交付金事業(復興枠)等が対象となる．

　(2)　被災自治体の自己負担化の問題点

　この自己負担を求める政策転換の問題点は何か．

　第 1に，避難と「復興災害」が長期化する中で，

被災者と被災地の復興格差が拡大していることで

ある．マイナスからの立上がりにより「自立」の

条件がない被災地や被災者に「自立」を強制し，

一律に網をかけることは，「自立」の名分でかえ

って「自立」を阻害し，地域の再建を遅らせるこ

とになる．

　第 2に，自己負担化により，被害が特に甚大な

ため復旧・復興が著しく遅れた自治体ほど過重な

負担を強いられる．それは復興再建を妨げ，被災

地間の不公平を拡大しかねない(例えば，岩手県

の場合，県北と比べ被害が甚大な硼石，陸前高田，

山田，大槌等ほど，負担が大きい．)．

　第 3に，遅れている事業(例えば，区画整理・

嵩上げ・防集・漁集等の面的整備や，医療，介護，

健康，コミュニティ維持などのソフト事業)ほど

負担が大きく，被災者の生活・生業復興が遅れる．

　地域的，階層的な復興格差が拡大する下では，

復興財政の課題は，自治体が使いやすい，被災者

や被災地のニーズに合った財源確保が肝要である．

例えば，「効果促進事業」の財源保障と柔軟化，

取崩し型復興基金の増額，被災者生活再建支援法

の改正，巨大防災拠点の建設や防潮堤の見直し等

は不可欠となっている．まして，国の新交付金を

テコに「地方創生」のモデルへ誘導したり，TPP

や規制緩和，原発中心のエネルギー政策に追随さ

せることは，完全に逆方向である5)．

　おわりに

　東日本大震災の被災地は，阪神・淡路と比べて

も，全体として復興過程が遅れ，かつ復興格差の

顕著な拡大や復興災害が目立っている．今後の復

興政策と復興財政は，こうした経過と現状から出

発して，被災者と被災地の復興を分権・自治型の

方向へ転換すべきである．また，近未来の南海ト

ラフ，首都直下などの巨大災害に備えるためにも，

東日本大震災の教訓を踏まえて，災害政策と災害

行財政を，「減災」と「人間復興」の観点から根

本的に変革することが焦眉の急となっている．

(みやいり こういち・愛知大学名誉教授)
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間復興」へのみち』自治体研究社．
2) 宮入興一(2013)├復興の大義と構図」，日本住宅学
会編『東日本大震災　住まいと生活の復興』ドメス
出版，pp┻44┡55．
3) 宮入興一(2013)├災害と地方財政」，重森曉・植田
和弘編『Basic地方財政論』有斐閣，pp┻123┡141．
4) 復興庁(2015)├集中復興期間の総括及び平成 28 年
度以降の復旧・復興事業のあり方」，pp┻3┡20．
5) 宮入興一(2014)├東日本大震災の復興とアベノミ
クス」『年報　中部の経済と社会』，pp┻133┡155．
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